
京都式地域包括ケア        

京都の現状と課題 

表紙 

公益社団法人 京都府介護支援専門員会 

井上 基 

   

～ケアマネジャーの視点から～ 

宮城県地域包括ケア推進協議会設立記念シンポジウム 20150827 



宮城県と京都府の比較 

項目 宮城県 京都府 

H25年 

（2013） 

総人口 

（千人） 2,328 2,617 
65歳以上人口 

（千人） 553 676 
高齢化率 

（％） 23.8 25.8 
H52年 

（2040） 
高齢化率 

（％） 36.2 36.4 
高齢化率の伸び 

（ポイント） 12.4 10.6 
平成26年度版高齢社会白書-内閣府 



公益社団法人 京都府介護支援専門員会 

 

 京都府内に住居または勤務先を有する介護
支援専門員（ケアマネジャー）が個人加入する
職能団体として、2000（平成12）年に京都府ほ
か関係27団体の支援協力のもと、任意団体
「京都府介護支援専門員協議会」として設立。 

 2007（平成19）年に社団法人化、2013（平成
25）年11月に公益社団法人京都府介護支援
専門員会として認定を受ける。 

平成27年8月1日現在の会員数：1,491名 

          医療法人 三幸会グループ 

 
精神科病院 2 

精神科診療所 2 

訪問看護ステーション 1 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 1 

就労移行支援事業所 1 

訪問介護事業所 1 

相談支援事業所 1  

介護老人保健施設 1 

訪問看護ステーション 1 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 8 

小規模多機能居宅介護 3 

居宅介護支援事業所 1 

地域包括支援センター 1 

訪問介護事業所 1 

医療法人三幸会 
 

ＭＥＮＴＡＬ ＨＥＡＬＴＨ ＆ ＬＩＦＥ ＳＵＰＰＯＲＴ 



日本人の平均寿命 

日本経済新聞電子版／2015年8月18日 

京都と言えば・・・ 木村 次郎右衛門さん 

京都府京丹後市 

歴代最高齢記録の男性  

 2013年6月12日（満116歳没） 

大変、喜ばしいことです・・・  



高齢化率の国際比較(欧米) 

出典：平成22年版  

    高齢社会白書 
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キーワード・・・  世界の中でもダントツの・・・ 
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2005年(実績) 2030年 2055年 

75歳～  
 1,164( 9%) 

65～74歳  
 1,412(11%) 

20～64歳  
 7,783(61%) 

～19歳  
 2,418(19%) 

総人口 
 1億2,777万人 

総人口 
 1億1,522万人 

総人口 
    8,993万人 

75歳～  
 2,266(20%) 

75歳～  
 2,387(27%) 

65～74歳  
 1,401(12%) 

65～74歳  
 1,260(14%) 

20～64歳  
 6,305(55%) 

20～64歳  
 4,290(48%) 

～19歳  
 1,550(13%) 

～19歳  
 1,057(12%) 

万人 万人 万人 

歳 歳 歳 

2007年～ 
生まれ 

 
 

2007年～ 
生まれ 

 
 
 

65歳～人口 

20～64歳人口 

１人 
３．０人 

今後の出生率の
動向により変化 

今後の出生率の
動向により変化 

１人 
１．７人 

１人 
１．２人 

注：2005年は国勢調査結果（年齢不詳按分人口）。 

高齢者1人を3人で支えている現在の姿は、2055年には高齢者1人を1.2人で支える姿になると想定されている。 

人口ピラミッドの変化（2005，2030，2055） - 平成18年中位推計 - 
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キーワード・・・  ２０２５年、「団塊の世代」が後期高齢者に突入すると 



キーワード・・・  街は高齢者ばかりになって 
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【出典】 2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2007年は総務省統計局「推計人口（年報）」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年１2月推計）中位推計」 

人口（万人） 

14歳以下人口 

15～64歳人口 

65～74歳人口 

75歳以上人口 

65～74歳人口の割合 

75歳以上人口の割合 

人口ピーク（2004年） 
12,779万人 

12,777 

1,476 

1,270 

8,302 

11.6% 
(2007) 

11,522 

1,401 

2,266 

6,740 

19.7% 

8,993 

1,260 

2,387 

4,595 

14.0% 

26.5% 

平成18年推計値 
（日本の将来人口推計） 

実績値 

（国勢調査等） 

9.9% 

(2007) 

12.2% 

キーワード・・・  特に、75歳以上高齢者が増大する 
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2025年までの増加数 

2005年 
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（ 2005年 → 2025年） 
（人） 

東京都、神奈川県、大阪府、埼玉県、愛知県、 
千葉県、北海道、兵庫県 、福岡県で、 

全体の増加数の約６０％ 

出典：国勢調査（平成17年） 
    国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口（平成１９年５月推計）」 

（平成19年5月推計） 

キーワード・・・  特に大都市で・・・ 

高齢者人口（６５歳以上）増加の特徴 



（万世帯） 

69.0%

64.3%

60.0%

57.1%

54.3%

48.4%

45.0%
44.1%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

昭和５５年 昭和６１年 平成元年 平成４年 平成７年 平成１３年 平成１７年 平成２０年

キーワード・・・  少子化と子との同居率低下が進行すると 

【出典】国民生活基礎調査（厚生労働省） 

６５歳以上の人とその子との同居率 



2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 

一般世帯 4,906 万世帯 5,028 5,060 5,044 4,983 

世帯主が65歳以上 1,355 万世帯 1,568 1,803 1,899 1,901 

単独 

（比率） 

386万世帯 

28.5% 

466 

29.7% 

562 

31.2% 

631 

33.2% 

673 

35.4% 

夫婦のみ 

（比率） 

465万世帯 

34.3% 

534 

34.0% 

599 

33.2% 

614 

32.3% 

594 

31.2% 

単身＋夫婦のみ 62.8% 63.7% 64.4% 65.5% 66.6% 

（注）比率は、世帯主が65歳以上の世帯に占める割合   出典：国立社会保障・人口問題研究所｢日本の世帯数の将来推計－平成20年3月推計－｣ （万世帯） 

キーワード・・・  高齢者単独・夫婦のみ世帯があふれます 

高齢者の世帯形態の将来推計 



キーワード・・・  認知症高齢者の推計値の推移 



キーワード・・・  当然、費用・保険料も増加する 

総費用の伸び 

１号保険料の推移（加重平均） 

 
第１期（Ｈ12～14年度）    第２期（Ｈ15～17年度）   第３期（Ｈ18～20年度）          第４期（Ｈ21～23年度）    第５期（Ｈ24～26年度）    

 
 
 

２，９１１円 ３，２９３円 ４，０９０円 ４，１６０円 

介護報酬改定 
  
 平成15年改定   平成17年改定(H17.10施行)   平成18年改定       平成21年改定     平成24年改定   

 

 
 

 

 

 

▲２．３％ ▲１．９％ ▲０．５％ ＋３．０％ 

（注）2000～2010年度は実績、2011年度・2012年度は予算ベース。 

約＋２％ 
（1.5万円分） 

処遇改善交付金（21補正：基金（～23末）） 

3.6 兆円 
4.6 兆円 

5.2 兆円 5.7 兆円 6.2 兆円 6.4 兆円 6.4 兆円 
6.7 兆円 

6.9 兆円 
7.4 兆円 

7.8 兆円 8.3 兆円 

2000 年度 

(12 年度 ) 

2001 年度 
(13 年度 ) 

2002 年度 
(14 年度 ) 

2003 年度 
(15 年度 ) 

2004 年度 
(16 年度 ) 

2005 年度 
(17 年度 ) 

2006 年度 
(18 年度 ) 

2007 年度 
(19 年度 ) 

2008  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(20 年度 ) 
2009 年度 
(21 年度 ) 

2010 年度 
(22 年度 ) 

2011 年度 
(23 年度 ) 

年度 2012 年度 

(24 年度 

8.9 兆円 

＋１．２％ 

報酬へ飲み込み 

４，９７２円 

○ 制度創設10年あまりで費用が２倍以上に伸びている。 

介護保険の総費用等の推移について 



特養ホーム：待機者４２万人 要介護４、５の６万人が在宅 
                                    －厚労省集計 

• 厚生労働省は２２日、特別養護老人ホーム（特養）の入所待機者数を４
２万１２５９人と発表した。前回調査（０６年３月集計）の約３８万５
０００人と比べて約３万６０００人増えた。前回は一部で人数を重複集
計していたが、今回は重複を除外するよう調査しており、初めて実態に
近い人数が明らかになった。 

• 厚労省は「増加は高齢化が進んだことや、施設整備が計画通り進まない
などが要因で、深刻な状況」とみている。 
 

  ０８年４月以降に都道府県が実施した調査を今月集計した。待機者のうち、在
宅の人は１９万８６７７人（４７％）。他の介護施設などに入所する「在宅でな
い人」は２２万２５８２人（５３％）。在宅の待機者のうち入所が急がれる要介
護４、５の人は計６万７３３９人（１６％）に上った。要介護度別では、要介護
３が１１万３７２人で最も多く、次いで要介護４が９万９８０６人、要介護５が
７万８７１９人だった。厚労省によると、前回調査は重複のほか、要介護１に満
たない人なども一部で含まれていた。こうした人を除外した今回は精度が上が
り、同省は「より全体像（実態）に近くなった」としている。 

  特養の待機者は、地価が高く介護の人材も集めにくいため施設整備が進まない
大都市部で多い傾向がある。しかし、一部の都道府県が在宅者や重度の対象者し
か報告していないなど「データがばらつきがある」として、同省は都道府県別の
人数は公表を見送った。                 【H21/12/2毎日】                       

キーワード・・・  でも、施設には入れない！ 



特別養護老人ホームの重点化〔見直し案〕 

○ 原則、特養への新規入所者を要介護度３以上の高齢者に限定し、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える施
設としての機能に重点化【既入所者は除く】 

 

○ 他方で、軽度（要介護１・２）の要介護者について、やむを得ない事情により、特養以外での生活が著しく困難であ
ると認められる場合には、市町村の関与の下、特例的に、入所を認める 

 【 参考：要介護１・２であっても特養への入所が必要と考えられる場合（詳細については今後検討） 】 

 知的障害・精神障害等も伴って、地域での安定した生活を続けることが困難 
 家族等による虐待が深刻であり、心身の安全・安心の確保が不可欠 
 認知症高齢者であり、常時の適切な見守り・介護が必要 

要介護度別の特養入所者の割合 

（３．３５） 

（３．８９） 

【参考】 
平成23年度における
特養の新規入所者  

※全体の約14万人
のうち要介護１・２は
約１．６万人 

 要介護１  要介護２    要介護３        要介護４        要介護５    （平均要介護度） 

要介護１～２ 要介護３ 要介護４～５ 計 

全体 １３.２ 
（３１.２％） 

１１.０ 
（２６.２％） 

１７．９ 
（４２.４％） 

４２．１ 
（１００％） 

うち在宅の方 ７.７ 
（１８.２％） 

５.４ 
（１２.９％） 

６．７ 
（１６.０％） 

１９．９ 
（４７.２％） 

（単位：万人） 特養の入所申込者の状況 

※各都道府県で把握している特別養護老人ホームの入所申込者の状況を集計したもの。 （ 平成２１年１２月集計。調査時点は都道府県によって異なる。） 

≪ 施設数： ７，８３１施設  サービス受給者数：５１．１万人 （平成２５年８月） ≫ 

キーワード・・・  でも、施設には入れない！ 



① 第１号被保険者数、要支援・要介護認定者数については、介護保険事業状況報告の数値（平成25年1月末現在）。 
 

② 施設等入所者数については、平成24年介護給付費実態調査より、介護保険３施設の利用者数の合計。 

第１号被保険者数  3,072万人 

要支援・要介護認定者 以外の者  

2,533万人 (82%) 

要支援・要介護認定者  

539万人 (18%) 

在宅  

2,533万人 (82%) 

施設等 

92万人 

(3%) 

在宅 

447万人(15%) 

◯ 高齢者の９割以上は在宅  
 

 → 第１号被保険者 3,072 万人のうち 2,980 万人（97%）が在宅  

◯ 要介護の高齢者のうち約８割が在宅 
  

 → 要介護認定者 539 万人のうち 447 万人 （83%）が在宅 

認定の有無 

居住の場 

在宅高齢者における 

 ケアのニーズは高い 

83% 17% 

キーワード・・・  高齢者の住まいの現状 



回答項目 H22 

自宅で生活したい 72.0% 

ケアハウスや高齢者専用住宅などで生活したい 7.5% 

特別養護老人ホームなどの施設で生活したい 16.7% 

今後、どこで 

生活していきたいか 

在宅サービスの 

充実のために必要 

と思われること 

回答項目（複数回答） H22 

介護保険の在宅サービスの利用料を軽減すること 31.0% 

家族介護者への支援を行うこと 41.3% 

ボランティアなど地域住民全体で支える体制をつくること 17.9% 

在宅医療、介護体制を充実させ相互の連携を深めること 37.2% 

介護度が重くなっても自宅で生活できる社会環境を整備すること 39.2% 

バリアフリー住宅など、高齢者住宅を充実させること 14.1% 

安心して在宅生活が送れるよう見守りを充実させること 33.1% 

介護サービスに対する高齢者の意識  
（今後、どこで生活していきたいか） 

◆ 介護保険サービス利用者アンケート （平成22年度 京都府） 

 高齢者の７割以上が「住み慣れた自宅での生活」を希望。 在宅サービスの充実のため、   

「家族介護者への支援」「社会環境の整備」「医療・介護の相互連携」を望む声が高い。 

17 

キーワード・・・  どこで生活していきたいか 



（単位：戸） 

○ 登録戸数が多いのは三大都市圏。それ以外の地域では、北海道・広島県・福岡県において突出している。 

○ 65歳以上の高齢者人口に対する住宅の供給割合は、東北地方・首都圏において全国平均を下回る傾向が見られ
る。 

全国平均 

：0.40% 

9,278  

1,493  

938  

2,141  

1,126  

790  

1,762  

2,500  

1,924  

3,296  

6,136  

4,571  

6,762  

5,760  

1,547  

946  1,091  948  814  

1,704  1,772  

2,552  

4,831  

3,242  

1,067  

1,748  

11,710  

5,464  

816  

1,528  

1,103  
907  

2,169  

4,413  

2,182  

1,382  1,273  

1,893  

658  

5,660  

412  

2,084  

2,125  
1,537  

520  

1,597  1,914  

0.65% 

0.41% 

0.26% 

0.40% 

0.35% 

0.24% 

0.34% 0.36% 

0.42% 

0.66% 

0.39% 

0.32% 

0.24% 

0.30% 

0.24% 

0.32% 

0.37% 

0.46% 

0.37% 

0.29% 

0.34% 

0.27% 
0.30% 

0.70% 

0.35% 

0.27% 

0.56% 

0.40% 

0.23% 

0.55% 

0.70% 

0.43% 

0.43% 

0.61% 

0.52% 

0.63% 

0.48% 0.48% 
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住宅の登録戸数（左軸） 

65歳以上の高齢者人口に対するサービス付き高齢者向け住宅の登録戸数の割合

（右軸） 

H25年8月31日時点 

（全国合計：122,086戸） 

キーワード・・・  サービス付き高齢者向け住宅の登録状況（都道府県別） 



（単位：人・床） 

※１：介護保険３施設及び認知症高齢者グループホームは、「介護サービス施設・事業所調査（10/1時点）【H12・H13】」及び「介護給付費実態調査の利用者（10月審査分）【H14～】」による。 

※２：介護老人福祉施設は、介護福祉施設サービスと地域密着型介護福祉施設サービスを合算したもの。 

※３：認知症高齢者グループホームは、H12～H16は痴呆対応型共同生活介護、H17～は認知症対応型共同生活介護により表示。 

※４：養護老人ホーム・軽費老人ホームは、「H23社会福祉施設等調査（10/1時点）」による。ただし、H21以降は調査票の回収率から算出した推計値。 

※５：有料老人ホームは、厚生労働省老健局の調査結果（7/1時点）による。 

※６：サービス付き高齢者向け住宅は、「サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム（9/30時点）」による。 
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キーワード・・・  高齢者向け住まい・施設の定員数 



高齢者の看取りの場所 
（８割以上の方が病院で最期を迎えている） 

 多くの高齢者が、自宅で最期まで療養することを希望している一方で、８割近くの方が病院
で最期を迎えている。 

 

◆ 死亡場所の構成割合の推移 

20 

キーワード・・・  多死社会の到来 



 多くの人が、「介護してくれる家族に負担がかかる」、「症状が急変したときの対応に不安  
がある」といった理由により、現実には、最期までの自宅療養が困難と考えている。 

 

◆ 自宅で最期まで療養することが実現困難な理由（複数回答） 

 

自宅で療養を続けることが困難な理由 

21 

キーワード・・・  多死社会の到来 
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【資料】 
2006年（平成18年）までの実績は厚生労働省｢人口動態統計｣ 
2007年（平成19年）以降の推計は国立社会保障・人口問題研究所｢人口統計資料集（2006年度版）｣から推定 

2006年 死亡者数 1,084千人 
     65歳以上  896千人 

実績 推計 

年 

人 

自 宅 

介護施設 

その他 

医療機関 

約47万人 

○将来推計（2030年時点）の仮定 
 医療機関：病床数の増加なし 

 介護施設：現在の２倍を整備 

 自宅死亡：1.5倍に増加 

※介護施設は老健、老人ホーム 

約9万人 

約20万人 

約89万人 

キーワード・・・  多死社会の到来 

死亡場所別、死亡者数の年次推移と将来推計 



人類がこれまで経験したことのない超高齢者社会 

 戦後、我が国は生活水準の向上や医療の発展を通じて
、世界トップクラスの長寿国となった。有史以来の長きに
わたり、人類は短命であったことを踏まえれば、これは文
明の成果と言えるものであり、将来の世代へと受け継ぎ、
誇りとすべきことである。一方、少子化とも相まって、我が
国は人類がこれまで経験したことのない超高齢社会に突
入している。これは、労働人口の減少により、社会の活力
が失われ、所得水準が低下する懸念があるのに加え、医
療や年金といった社会保障の負担が、特に現役世代を中
心に重くなり、地域社会を始めとして、コミュニティ意識が
希薄化するおそれがある社会である。 

このような超高齢社会に対し、我が国は今、あらゆる政策
ツールを総動員して備えねばならない。 

ＩＣＴ超高齢社会構想会議報告書 総務省 平成25年5月 



1人暮らしでも、認知症になっても、住み慣れた地域で          
安心して暮らし続けるための新たな仕組み 

「医療」か
ら「介護」
へ 

「病院完結
型」から
「地域完結
型」へ 

「治す医
療」から
「支える医
療」へ 

「病院・施
設」から
「地域･在
宅」へ 



いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０
分以内に必要なサービスが提供される日
常生活圏域（具体的には中学校区）を単
位として想定 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護  
・小規模多機能型居宅介護 
・短期入所生活介護 
・24時間対応の訪問サービス 
・複合型サービス 
   （小規模多機能型居宅介護＋訪問看護） 等 

 ・自宅 
 ・サービス付き高齢者向け住宅 等 

相談業務やサービスの 
コーディネートを行います。 

■施設・居住系サービス 
・介護老人福祉施設 
・介護老人保健施設 
・認知症共同生活介護 

・特定施設入所者生活介護 
                等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医 
 ・地域の連携病院 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 通所・入所 
・急性期病院 
・亜急性期・回復期 
 リハビリ病院 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービス 

地域包括ケアシステム 

認知症の人 

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される
地域包括ケアシステムの構築を実現していきます。 

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域
包括ケアシステムの構築が重要です。 

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差が生じています。 

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の
特性に応じて作り上げていくことが必要です。 
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地域包括ケアシステムの捉え方 



「京都地域包括ケア推進機構」設立の背景 

• 在宅医療、認知症、看取り、介護予防、高齢
者向けの住まい、地域での高齢者生活支援
など地域包括ケアの各要素に関して、未だ方
法論が確立していない。 

• 国からの事業を地域に適合・浸透させること
が重要 

行政と関連する多職種が知恵を出し合い、  
実効的な施策、事業を計画立案し、共通理解
のもとで協働することが不可欠 
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京都地域包括ケア推進機構設立趣意書 
   

  2025年（平成37年）には「団塊の世代」が75歳を迎え、高齢者が急増することによって、独居、夫婦二
人暮らしの高齢者世帯が全世帯の4分の1を占めると推計されます。 

   一方では、介護保険の利用者からは「医療と介護の連携が必要」との意見や、サービスの現場からは

「個人的なネットワークや経験頼みになっている」との声があり、医療、介護、福祉の各分野のコーディ
ネート機能が別立てとなっているなど連携不足が指摘されています。 

  高齢者の方が介護や療養が必要になっても、地域で関わりを持ちながら、自分の意思で生活の場を選
択できるような環境整備を進め、個人の尊厳が尊重される社会を実現し、住み慣れた地域で24時間、365

日安心して暮らしていける社会を築くために、医療、介護、福祉のサービスを切れ目なく一体的に提供す
る、地域包括ケアシステムの実現が不可欠です。 

  その実現のためには、行政や医療、介護、福祉関係のあらゆる機関・団体が集結し、オール京都体制で
進める必要があります。 

  この度、「京都地域包括ケア推進機構」を設立し、このオール京都体制を確立するとともに、参画団体等

が情報を共有しながら連携・協働を進め、京都式地域包括ケアシステムの実現を推進することといたしま
した。 

  本推進機構では、医療・介護・福祉人材を強化養成するとともに、地域包括ケアシステムの要である地

域包括支援センターを積極的に支援するほか、各専門分野が横断的、一体的となって京都式地域包括ケ
アシステムの実現を目指します。 

  貴団体におかれましてはこの趣意に御賛同いただき、是非御参画いただくよう、お願い申し上げます。 

  

平成２３年 ６月 １日 

  

                                                                                                                  京都府知事 山田 啓二  

                                                                                                                      京都市長 門川 大作 

                                                                   社会福祉法人 京都府社会福祉協議会会長 柏原 康夫  

                                                                                          社団法人 京都府医師会会長 森  洋一 

  

  



 その第一歩として 平成23年6月1日 

全国初の取組として 
  超高齢化社会に対応する京都府の提言 

29 
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（構成団体）  
京都府立医科大学  一般社団法人 京都府医師会  公益社団法人 京都府栄養士会 

公益社団法人 京都府介護支援専門員会  一般社団法人 京都府介護福祉士会 

一般社団法人 京都府介護老人保健施設協会  公益社団法人 京都府看護協会 

京都大学  京都府行政書士会  京都府言語聴覚士会  京都府後期高齢者医療広
域連合  京都府国民健康保険団体連合会  京都府作業療法士会   

一般社団法人 京都府歯科医師会  公益社団法人 京都府歯科衛生士会 

京都府市長会  京都司法書士会  社会福祉法人 京都府社会福祉協議会 

社会福祉法人 京都市社会福祉協議会  一般社団法人 京都社会福祉士会 

一般社団法人 京都私立病院協会  一般社団法人 京都精神科病院協会 

京都府地域包括･在宅介護支援センター協議会 

京都市地域包括支援センター・在宅介護支援センター連絡協議会  京都府町村会 

京都府病院協会  京都府立大学  京都弁護士会 

京都府訪問看護ステーション協議会  京都府民生児童委員協議会 

京都市民生児童委員連盟  一般社団法人 京都府薬剤師会 

一般社団法人 京都府理学療法士会  京都療養病床協会 

京都府リハビリテーション連絡協議会  一般社団法人 京都府老人福祉施設協議会 

一般社団法人 京都市老人福祉施設協議会  京都府  京都市 

  

（五十音順） 

京都地域包括ケア推進機構（39団体） 
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（代表幹事） 
  京都府知事 山田 啓二 

  京都市長    門川 大作 

  社会福祉法人 京都府社会福祉協議会会長 増田 正蔵 

  一般社団法人 京都府医師会会長 森 洋一 

（理事長） 
  京都府特別参与 井端 泰彦 

（理事） 
  京都府立医科大学学長 

  社団法人 京都府介護支援専門員会会長 

  公益社団法人 京都府看護協会会長 

  一般社団法人 京都府歯科医師会会長 

  一般社団法人 京都私立病院協会会長 

  社会福祉法人 京都市社会福祉協議会会長 

  一般社団法人 京都府老人福祉施設協議会会長 

  一般社団法人 京都市老人福祉施設協議会会長 

  一般社団法人 京都府薬剤師会会長 

  京都府市長会会長 

  京都府町村会長 

  京都府健康福祉部長 

  京都市保健福祉局長 

 （五十音順） 

京都地域包括ケア推進機構 



32 

■総会 

  年1回（6月） 

  

京都地域包括ケア推進機構 組織図 

  理 事 会 

 代 表 幹 事 

構 成 団 体 

理事長:1名 京都府特別参与  井端泰彦 
 

理事:13名 

構成団体３９団体 
  

代表幹事:4名 

・京都府知事  山田 啓二 

・京都市長   門川 大作 

・社会福祉法人 京都府社会福祉協議会会長  増田正蔵 

・一般社団法人 京都府医師会会長 森 洋一 

  

・京都府立医科大学学長 

・一般社団法人 京都私立病院協会会長 

・一般社団法人 京都府歯科医師会会長 

・一般社団法人 京都府薬剤師会会長 

・公益社団法人 京都府介護支援専門員会会長 

・公益社団法人 京都府看護協会 

・社会福祉法人 京都市社会福祉協議会会長 

・一般社団法人 京都府老人福祉施設協議会会長 

・一般社団法人 京都市老人福祉施設協議会会長 

・京都府市長会会長 

・京都府町村会長 

・京都府健康福祉部長 

・京都市保健福祉局長 

       事 務 局 

■理事会 

  年4回通常会 

   年数回臨時会 

  



京都地域包括ケア推進機構 事務局  

  京都府健康福祉部 

  事務局長 

    高 齢 者 支 援 課 

  高齢社会対策監〔部長級〕 

事務局次長 
地域包括ケア担
当課長 
     

◇副課長（２）  

◇主査（京都市併任） 

◇主事（２） 

 

《委託》 

 ・機構事務局運営スタッフ（３） 

 ・在宅療養あんしん病院スタッフ（４）  

・保健師、社会福祉士等（７）  

医師会館常駐  

    京都府保健所（７箇所） 圏域別地域包括ケア推進ネット 

    地域包括ケア推進担当 
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事務局次長 
（総括） 

 

◇主事  

◇技師 

 

  高齢者支援課長 

看取り担当課長 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ支
援ｾﾝﾀｰ副ｾﾝﾀｰ
長 



京都式地域包括ケアを巡る国・京都府・京都府医師会の主な動き 

年 月 国・京都府の動き 京都府医師会 

平成18年06月 

医療制度改革関連法成立 

入院期間短縮（療養病床削減） 
生活習慣病対策 

平成20年03月 「京都府地域ケア確保推進指針」策定 「地域ケア委員会答申」 

平成20年10月 「高齢者ケア体制整備推進プラン」策定 

平成22年03月 

「老後も安心して暮らせる地域包括ケア
推進プラン」策定 

地域包括ケア推進センター（仮称） 
在宅医療支援病院（仮称） 

「地域ケア委員会答申」 

平成22年10月 「京都府医師会」移転 

平成23年04月 
「京都府医療トレーニングセン
ター」開設 

平成23年06月 「京都地域包括ケア推進機構」設立 

平成24年01月 
「在宅療養あんしん病院登録システム」
運用開始 

平成24年10月 「京都在宅医療塾」開始 

平成25年09月 「京都式オレンジプラン」策定 



これから、京都地域包括ケ
ア推進機構の事業概要を
説明しますが、その前提と
して、必要なのは･･･ 



視点の転換をどうやって促すか？ 

新たな仕事が  
持ち込まれた 地域包括ケアって    

何をしてもらえるの？ 

自分たちに        
何ができるのか？ 

警戒 

拒絶 

受け身 

主体的 

地域包括ケア推進機構の事業に協力してください･･･ 



行 政 

府 民 団 体 

視点の転換をどうやって促すか？ 

自分たちとは、誰のことか？ 



京都地域包括ケア推進機構の事業 

1. 地域包括ケア総合交付金事業 

市町村や関連団体が地域包括ケアの構成要素を
整備するための事業、また連携・協働を推進するた
めの事業を実施することを支援する。 

2. 事業推進プロジェクト 

地域包括ケア関連の重要課題に対し、推進機構に
参加する京都府、市町村、関連団体等がプロジェク
トチームを組んで事業の計画立案、実施を協働す
る。 



新・地域包括ケア総合交付金   2億円 

市町村 

京都地域包括ケア推進機
構３大プロジェクト（認知
症、リハビリ、看取り）をは
じめ、介護予防、日常生活
支援、多職種連携、地域
包括支援センター強化及
び市町村等が先駆的に取
り組む事業を支援 

（平成27年度当初予算） 

１ 認知症早期発見・早期対応体制構築事業 
２ 看取り対策事業 
３ 総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ地域包括支援事業 
４ 京都式介護予防ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ普及促進事業 
５ 高齢者日常生活サポート推進事業 
６ 多職種連携推進事業 
７ 地域包括支援センター強化事業 
８ 先駆的地域包括ケア推進事業 

＜対象事業＞ 
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地域包括ケア総合交付金   2.85億円 

市町村 

（平成26年度当初予算） 

認知症施策、介護予防事業 
多職種連携の推進事業 
暮らしのコーディネーター等 

＜主な事業＞ 
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（平成２３～26年度予算） １２．８億円 

職能団体 

地域包括ケアを独自に推進する施策の提案を
評価し採択 
 
市町村・団体間の相互の連携を促進 

政策誘導 



京都地域包括ケア総合交付金発表会 

「京都地域包括ケア総合交付金」を活用した団体や市
町村等の取り組み結果について効果などを検証し、地
域や分野を超えた取り組みが生まれるきっかけづくり
の場 
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京都式地域包括ケアの ７ プロジェクト 

京 
都 
地 
域 
包 
括 
ケ 
ア 
推 
進 
機 
構 

【認知症総合対策推進プロジェクト】 

医療・ケア連携部会 

初期対応・地域部会 

【地域におけるリハビリ支援プロジェクト】 

リハビリテーション部会 

【看取り対策プロジェクト】 

看取り対策部会 

【在宅療養あんしんプロジェクト】 

【介護予防プログラム構築プロジェクト】 

【地域で支える生活支援プロジェクト】 

【北部地域医療・介護連携プロジェクト】 

● 京都式オレンジプランの推進 
  ・認知症の早期発見・早期対応の推進 
  ・初期認知症の方や家族への支援 
  ・若年性認知症支援の推進              

● 地域リハビリテーションの推進 
 ・リハビリテーション医等の養成 
 ・先端的リハビリ治療の研究･普及促進  

● 府立医大附属北部医療センターの設置に伴う地域医療展開との協働 

● 亀岡市、府立医大との連携した全国最大規模の介護予防の検証事業 

● 企業が高齢者を見守る「京都高齢者あんしんサポート企業」の展開 

● 地域包括ケア推進ネットの設置 
  ・市町村認知症施策への伴走支援 
  ・戦略的な認知症啓発の展開             

 ●看取り対策の推進 
 ・京都ビジョン・京都アクションの策定 
  ・看取り支援施設ガイドブックの策定・普及 
 ・看取り文化の醸成 



在宅療養中の高齢者が、かかりつけ医の協力によりあんしん病院を事前登録することで、体調不良時にか
かりつけ医の判断によりスムーズに病院を受診、必要に応じて入院ができ、結果として早期退院につなげ
「在宅療養を維持」することを目的とした「全国初のシステム」 
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５ 運用開始時期 
 
 

【参画団体】一般社団法人京都府医師会、一般社団法人京都私立病院協会、一般社団法人京都府歯科医師会、一
般社団法人京都府薬剤師会、公益社団法人京都府介護支援専門員会、公益社団法人京都府看護協会、京都府地
域包括・在宅介護支援センター協議会、京都市地域包括支援センター・在宅介護支援センター連絡協議会、京都府
訪問看護ステーション協議会、京都府市長会、京都府町村会、京都府、京都市 

１ 目 的 

  平成24年1月1日 

２ 利用者（高齢者） 
京都府内在住の高齢者（65歳以上）で、在宅で療養（定期的に通院）を行っている方 

３ 入院の受入れ 

４ 退院に向けての連携 
病院の地域連携室（担当者）を中心にかかりつけ医を含む在宅チームと連携し、退院調整を行い、
在宅生活へのスムーズな移行を実現 

高齢者が在宅療養が困難になった際の比較的短期間の入院をかかりつけ医を通じて受け入れる    
（想定されるケース） 軽微な異常（肺炎の初期状態、脱水）であっても、今後、病状が重度化し、心身機能に低下を招く恐れがある場
合等 

６ 登録実績 
 
 

  在宅療養あんしん病院 １３８病院、 登録者 ９，６１９人（H27.7.31現在） 

在宅療養あんしんプロジェクト 

在宅療養あんしん病院登録システム 
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在宅療養あんしん病院登録システムフロー 

◆平成２４年１月運用開始 
 

◆登録病院 １３８ 
 

◆登録者数  ９，６１９人（目標３万人） 



①本人情報 
 ・氏名、住所、生年月日 
 ・本人以外の連絡先 

 
②登録希望病院 
 
③④医療、介護関係機関 
 ・居宅介護支援事業所 
 ・地域包括支援センター 
 ・訪問看護事業所 
 ・かかりつけ歯科医院 
 ・かかりつけ薬局 

 
  かかりつけ医（署名） 
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平成２３年９月１３日付 

京都新聞記事より引用 

©京都新聞 

京都新聞記事 
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在宅療養あんしんプロジェクト 

• プロジェクト会議（平成23年 22回開催） 

–京都府医師会 

–京都私立病院協会 

–京都府介護支援専門員会 

–京都府看護協会 

–京都府歯科医師会 

–京都府薬剤師会 

–京都市長会、町村会等 11団体 

正式なプロジェクト会議
発足までに・・・ 

半年間・毎週木曜日・
17:30～19:00打ち合わ
せ会議を開催 



在宅療養あんしんプロジェクト 

この『事前打ち合わせ会議』での顔の見える関係
が、その後の様々なプロジェクトで生きてくること
に・・・ 

–医師会と病院協会 

–開業医と病院医 

–ケアマネジャーと開業医 

–ケアマネジャーと病院医 

–行政と・・・ 

その後、システム普
及のための京都府内
地域巡業につながっ
ていく。 



「在宅療養あんしん病院登録システム」の狙い 

• 在宅医療の継続・在宅医療の推進 

– 重症化の予防 

– 負担軽減 

– 安心感（事前登録、多職種による支援） 

• 病診連携・役割分担の推進 

– 病院機能（在宅療養支援機能、退院支援・調整機能） 

– かかりつけ医機能（情報提供、退院支援、在宅医療） 

• 病院と在宅チームの連携、多職種協働の推進 

• 病床の有効利用 

– 早期アクセスにより、入院の長期化を防ぐ 

– 退院支援のための連携・退院後の受け皿の確保 

– 高度救急病院の負担軽減 



• 京都府独自の取り組みであり、入院を担保するには至って
おらず、十分な「あんしん」を提供できない 

• 地域によっては、病院がすでに同様の機能を果たしており、
本システムの意義が少ない 

• 本システムの対象となる病状と救急対応との区別が不明確
、高齢者救急との一体的なシステムの構築が望ましい 

• 診療報酬の評価、病院機能分化の流れと必ずしも一致して
おらず、病院の理解に依存している部分が大きい 

• 看取り、認知症への対応は困難 

• 早期入院の有効性についてのエビデンスは？ 

• 退院調整をいかに効率的に行うか？ 

• かかりつけ医が役割を果たせるか？  

• 患者・家族に本システムを正しく理解してもらるか？ 
50 

「在宅療養あんしん病院登録システム」の課題 



 在宅医療連携推進事業の展開イメージ 
     （多職種協働による在宅医療連携を担う人材育成事業） 

在宅療養者 

かかりつけ医 

多職種協働ネットワークチーム例 

訪問看護師 

病院地域連携室 
（MSW・退院調整ＮＳ等） 

リハビリ職 
栄養士等 

歯科医師 

薬剤師 
病院担当医 

介護保険サー
ビス事業所 

ケアマネジャー 

在宅療養コーディネーターの役割 
 ・地域における多職種協働連携ネットワーク（顔の見える関係）構築に向けた推進役（コーディネーター） 
 ・地区医師会・関係団体・行政（市町村・保健所等）と連携し、多職種協働ネットワークチームが機能する地域づくり 

Ｂ市 Ｃ町 Ａ市 

市町村 地区医師会 

行政 
（保健師等） 

地域包括支援センター
（地域ケア会議） 
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医師 歯科医師 薬剤師 訪問看護 ケアマネジャー 

市町村職員 
（地域包括支援セ
ンター職員含む） 

保健所職員 
合計 

H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26 H24 H25 H26 

京都市 17 10 10 12 9 6 12 2 2 13 1 1 13 1 5 2   14       130 

向日市 

1   1 1     1   1  1 

1     

1  1 16 長岡京市 3 1   

大山崎町 1 1 1 

宇治市 

1   1 1 1 1 1 2 1   1   

3 1   

2   
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城陽市 1     

久御山町 1   1 

八幡市 

1 1  

1 0  

1   1  1 1   

1 3   

京田辺市 1   1 

井手町 1   1 

宇治田原町     1 

木津川市 

1 1 1    1   1   

1   1 

2 1 1 

笠置町     1 

和束町 1     

精華町     1 

南山城村 1     

亀岡市 1   

3 1  2   

1 1   1     2 1   

1     19 南丹市 
   1  1 1  1 

      

京丹波町 1     

舞鶴市    1           1   1 1     2   1 
2  1 

36 綾部市 2 1        1     1     1     1     

福知山市 4     1   1     1     1     4     5 1 1 

京丹後市 1 1  

1 

          1   1 1     4   2 

2  2 40 
宮津市 

3  1 1  1 

    

1 

    

1 

    2 3 2 

伊根町             1 2   

与謝野町             3 2 1 

受講者合計 32 14 12 20 14 7 19 3 4 24 2 5 24 1 7 38 14 28 15 2 6 
  

地域リーダー合計 58 41 26 31 32 80 23 

府下合計 291 

在宅療養コーディネーター養成数（H24～26） 



京都での認知症に関する大きな動き 

京都式認知症ケアを考えるつどい 

京都府認知症総合対策推進プロ
ジェクト 



京都式認知症ケアを考えるつどい 

2012年より3回のつどいを開催 

「京都文書」 

「認知症の疾病観を変える」 

「 大変な人がいるのではなく大変な時期があるだけ 」 

 



府内８か所 

認知症初期から支援する初期集中支援チームや初期対応型カフェの設置 

認知症の専門医や相談員を配置し、認知症疾患における鑑別診断・
相談体制や地域の医療ネットワークにより途切れないケア体制を構築 

2次医療圏域に 

１箇所以上 

２次医療圏域毎に認知症キャラバンメイト、サポーター等による啓発部
隊を創設し、きめ細やかな啓発活動を展開（168名・7チーム） 

・認知症初期対応カフェの設置  （    15市町村  →     20市町村） 25 26 

25 26 

１ 認知症疾患医療センターの設置 

２ 京都式オレンジプランの推進 

３ 認知症啓発の強化 

・京都府認知症コールセンター   ・きょうと認知症あんしんナビの充実 

・京都高齢者あんしんサポート企業の養成 

４ 多様な相談窓口の設置や見守り人材の養成 

・初期集中支援チームの設置を促進（    4市町村 →    5市町村） 

「オレンジロード  
 つなげ隊」を創設 

５ 京都認知症総合センターの整備検討 



２つの認知症に関する動きに共通しているのは 

出会いのポイントを   
どこまで前倒しにできるか 

（入り口問題） 



ケア 

入口 
部分 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー 

医療 
か
か
り
つ
け
医 

狭義の入り口問題 

●入り口の機能不全 
    独居、貧困、孤立、 

    支援拒否、 
  複合的家族問題 入り口問題とは何か 

 

広義の入り口問題 
●身体合併症問題 
●地域医療未成熟 
  

 

広義の入り口問題 
●ケアからの排除 
●若年性認知症 
  

第3回京都式認知症ケアを考えるつどい（2015年2月1日）資料より 京都府立洛南病院森副院長作成 



 ケア 

入口 
部分 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー 

医療 
か
か
り
つ
け
医 

武地分類と入り口問題解決への新しい実践 

 

●身体合併症 
  

 

ケアの場から 

  の排除  

●初期認知症対応型カフェ（場の形成）、認知症カフェ連絡会 

●初期集中支援機能（こちらが出向く） 
●マンガリーフレット・芝居（社会への浸透）・講座の開講 

●急性期病院看護師の 

  認知症対応力向上研修 

●認知症サポートナース養成研修 

●ACP（アドバンス・ケア・プランニング） 
●在宅医療の発展（認知症診療マニュアル） 

 

●ケアの守備範囲 

    を拡大 

●認知症ケアパス 

●人材育成 
 

初期集
中支援 

認知症
カフェ 

マンガ・
二人芝居 地域を

耕す 

本人の
登場 

家族
支援 

第3回京都式認知症ケアを考えるつどい（2015年2月1日）資料より 京都府立洛南病院森副院長作成 
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 認知症総合対策推進プロジェクトの推進体制 
  実施委員会委員長  井端理事長（京都地域包括ケア推進機構） 

     副委員長     関 理事（一般社団法人 京都府医師会） 

     全体会委員    社会福祉法人 京都府社会福祉協議会 
                京都府市長会 
                 京都府町村会 

    医療・ケア連携部会 
 
・一般社団法人 京都府医師会 

・一般社団法人 京都私立病院協会 

・一般社団法人 京都精神病院協会 

・一般社団法人  西京医師会 

・一般社団法人 福知山医師会 
・認知症疾患医療センター（府立医科大学附属病院） 
・認知症サポート医 （北山病院 澤田親男） 
・一般社団法人 京都市老人福祉施設協議会 

・社団法人 京都府介護支援専門員会 

・一般社団法人 京都府介護福祉士会 

・一般社団法人京都府介護老人保健施設協会 
・公益社団法人 京都府看護協会 

・一般社団法人 京都府歯科医師会 

・京都府地域包括･在宅介護支援センター協議会 
・一般社団法人 京都府理学療法士会 

・一般社団法人 京都府老人福祉施設協議会 

・公益社団法人 認知症の人と家族の会京都府支部 

・かかりつけ医、看護師等対応力向上 

・医療介護連携人材養成 

・合併症、ＢＰＳＤの対応 

・病病、病診、医療介護連携促進 

   初期対応・地域部会 
 
・一般社団法人 京都府医師会 

・京都精神科医会 

・一般社団法人 乙訓医師会 

・認知症疾患医療センター（府立洛南病院） 
・認知症サポート医（京都大学医学部附属病院武地一） 
・社団法人 京都府介護支援専門員会 

・京都府作業療法士会 

・京都府言語聴覚士会 

・一般社団法人 京都社会福祉士会 
・京都市地域包括支援センター・在宅介護支援 

 センター連絡協議会 
・京都地域密着型サービス事業所協議会 

・京都府訪問看護ステーション協議会 

・一般社団法人 京都府薬剤師会 

・公益社団法人 認知症の人と家族の会京都府支部 

 

・初期集中支援機能具体化 

・若年性支援マニュアル作成 

・認知症ケアパス 

・権利擁護、在宅療養支援 

 

各部会は、議論に必要と
なる団体にオブザーバー
参画を求めることができる
。 

 

医療ワーキングは必要に
応じて開催することができ
る。 

 

連携 

情報共有 

《順不同》 

25回の

プロジェ
クト会議 



認知症疾患医療センターの設置 

㉓舞鶴医療センター（基幹型） 

㉓府立医科大学附属病院 （基幹型） 

㉓府立洛南病院(地域型) 

 
  【京都府のセンター整備の考え方】 
 ①各医療圏域に１カ所以上の配置  
 ②高齢者人口により、複数配置（概ね6万人程度に１カ所） 

   

山城北圏域 

京都・乙訓圏域 

中丹圏域 

丹後圏域 

山城南圏域 

南丹圏域 

㉔西山病院 （地域型） 

㉔宇治おうばく病院(地域型) 

㉕府立医大附属北部医療センター（地域型） 

㉕公立南丹病院（地域型） 

㉕京都山城総合医療センター 

（地域型） 60 
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京都式オレンジプラン（京都認知症総合対策推進計画）の概要 
計画期間 

 平成25年度～平成29年度 

プラン構成 

【認知症対策の方向性】 

【京都オレンジ指標】 

～とぎれない医療・介護のための「８つの課題（課題に対する目標と手段の方向性）」～ 

～認知症対策の方向性で示した「目標」に対し、京都で取り組むべき具体的施策～ 

課題１ すべての人が認知症を正しく理解し適切に対応できる環境づくり 

課題2 〈早期発見・早期鑑別診断・早期対応〉ができる体制づくり 

課題3  とぎれない医療体制づくり 

課題4  とぎれない介護サービス体制づくり 

すべての施策のベースとなる「共通方策」と課題別の施策である「８つの個別方策」 
※京都府、京都市及び府内各市町村などの行政機関をはじめ、関係者・関係機関により具体化すべき認知症施策 

主 

な 

重 

点 

項 

目 

● 認知症の状態に応じた適切な医療と介護サービス提供の流れを見える化し、医療と 介護が一体となった支援体制の 

  構築（京都式認知症ケアパスの作成・普及・定着） 

● 認知症疾患医療センターを中心とした認知症の早期発見・早期鑑別診断・早期ケア 体制の構築 

● 若年性認知症に対応できる人材育成 

● 認知症の人、家族、身近にいる住民、医療・介護関係者等すべてが認知症のことを  正しく理解する普及・啓発の強化 

京都式オレンジプランの特徴 

1．府、市町村だけでなく、あらゆる関係団体や府民が当事者の視点で行動するプランとして策定 
2．予防・初期～ターミナル期に至る広範囲な課題やサービスの地域格差是正など認知症の課題全体を網羅 
3．プラン評価の方向性として、認知症当事者からの『10のアイメッセージ』を導入し、5年後の目指す姿の実現を評価し検討していく 

課題5  地域での日常生活・家族支援の強化 

課題6  認知症ターミナルケアにおける対策 

課題7  医療資源の地域格差是正 

課題8   若年性認知症への対策 
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京都式オレンジプランの評価（方向性） 



地域で認知症の支援を行っている人を組織化した認知症
の普及啓発の企画・実働部隊 

キャラバンメイト、介護事業所職員、地域で活動する人等 
１６８名を養成 
  

構成メンバー 

●地域イベントを活用した啓発 
（ex.地域イベントやスポーツ大会、 
   健康福祉関係のイベント等） 

●人が集まる場所での啓発 
（ex.スーパーやショッピングモール、 
   図書館等の公共機関） 

●府民講座等の開催による啓発 

●地域団体・地域資源と連携した啓発 

（ex. 老人会、自治会、学校、 
   サポート企業等と連携した取組） 

●その他地域特性に応じた啓発 

セルフチェックシートを活用した早期発見の普及 

コールセンターや疾患医療センター等の相談窓
口に関する情報提供 

その他認知症に関する情報発信 

認知症が誰もが発症する可能性のある「一般的
な病気」であるという疾病観の普及 

活動内容 

様々の角度から戦略的に 
認知症への正しい理解の普及啓発を展開 

 オレンジロードつなげ隊 



（1） 社会参加 

（2） ﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄ （4）家族支援 

（3）医療による初期スクリーニング 
   と 継続的なフォロー 

（１）社会参加 
    ex) ボランティア活動、福祉的就労 

（２）ピアサポート 
    ex) 本人交流会、心理教育 

（３）医療による初期スクリーニング 
  と継続的なフォロー 
   ex) 認知症スクリーニング検査、巡回    
      相談 

（４）家族支援 
    ex) 家族交流会 

初期認知症対応型カフェ 

  初期認知症対応型カフェ ～目指す４つの機能～ 

本人の居場所･生きがいづくり
としての場の提供 

本人同士が支え合う 
関係づくり 

家族の負担軽減 
・心理的サポート 

初期認知症の入り口対策 

～地域特性に応じて選択的に機能を組み合わせる～ 



番号 名  称 モデル 場  所 内  容 

① 
医療機関中心型 
カフェ 

医療機関
モデル 

精神科の医療機関 
・精神科医療機関内又は地域の古民家等を
活用して、当該医療機関通院中等の初期認
知症又は若年性認知症の本人及び通院に
同行してきた介護者が対象。 

・当該医療機関の医師等の専門職が、本人
支援・介護者支援を実施。 

地域展開
モデル 

地域の古民家や交
流スペース（公民
館等） 

② 
介護施設活用型 
カフェ 

既存 
スペース 
活用 
モデル 

通所事業所 
・介護サービス（認知症対応型通所介護、ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等）の休業日時・空スペース、又は
地域内の交流スペース等を活用。 

・地域の初期認知症又は若年性認知症の本
人及び介護者に広く参加を呼びかけ参加を
募る。 

・当該介護事業所の職員に加えて、医師等
の専門職を派遣し、本人支援・介護者支援
を実施。 

その他の介護事業
所（小規模多機能、
ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ等） 

地域展開
モデル 

地域の古民家や交
流スペース（公民
館等） 

③ サロン活用型カフェ 
既存又は新規の 
サロン 

・地域支援事業（1次･2次予防）におけるサロ

ンで認知症予防教室、認知症ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ、本
人、介護者交流を実施。 

④ 出前型カフェ 
依頼のあった場所 
（自治会館等） 

・依頼のあった場所に、専門職等が出向き、
認知症予防のためのプログラム等を実施。 

 初期認知症対応型カフェ ～類型～ 



初期認知症対応型カフェ ～設置数の推移～ 

３年間の推移（市町村設置分） 
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トップページ 

認知症の理解 

認知症とは 

（基礎情報） 

主な原因疾患 

症状と対応方法 

早期発見・診断 ・
対応の重要性 

セルフチェック 

デジタル紙芝居 

医療・介護の窓口  

利用できるサービス 

医療の窓口 

医療の重要性 

物忘れ相談医 

【検索】 

専門医療機関 

【検索】 

認知症疾患医療 
センター一覧 

かかりつけ医認知
症対応力向上研修

受講者一覧 

認知症 

サポート医一覧 

介護の窓口 

介護の重要性と  
利用できるｻｰﾋﾞｽ 

地域包括支援  
センター一覧 

認知症の人と   
家族の会 

京都府認知症 
コールセンター 

認知症地域相談 
窓口事業所一覧 

介護サービス 

【検索】 

ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽ 

＜検索＞ 

若年性認知症  
について 

若年性認知症  
ガイドブック 

若年性認知症  
の特徴 

相談窓口一覧 

専門職向け     

ツール 

京都式認知症  
ケアパス 

京都式認知症ケア
パスの解説 

京都式ケアパス    
作成ツール 

情報共有シート 

ケアパス     
コーディネーター 

物忘れ      
チェックシート 

認知症ケア    
事例集 

研修用ツール 

ＰＰＴ・動画など 

京都府の取り組み 

京都式       
オレンジプラン 

京都府の現状 

あんしん      
サポート企業 

推進機構      
プロジェクト 

研修・行事案内 

京都府主催     
ｲﾍﾞﾝﾄ･府民講座等 

キャラバンメイト 
養成研修 

サポーター    
養成講座 

徘徊模擬訓練  
情報 

団体主催の研修 

リンク集 

推進機構 

京都府 

市町村 

関係団体 

きょうと認知症あんしんナビ 

＜構成＞ 
 

ﾄｯﾌﾟﾍﾟｰｼﾞ 
第  ２  層 
 
第  ３  層 
第  ４  層 

 
・・・機構ホームページをリニューアルして配置 
・・・「認知症の理解」「医療・介護の窓口・利用できるサービス」「若年性認知症につ 
   いて」「専門職向けツール」「京都府の取り組み」「研修・行事案内」「リンク集」 
・・・２層の詳細 
・・・検索又はダウンロード画面 

＜構 想＞ 
 Ⅰ 物忘れ相談医・専門医療機関検索システム 

   ・圏域毎に相談対応できるかかりつけ医、認定医・ 専門医療機器 
    （ＣＴ・ＭＲＩ等）を備える医療機関が検索できる仕組み 
 

Ⅱ 京都式ケアパスの作成ツール 

   ・必要な情報を入力することで、ケアパスが作成できるツール 
 

Ⅲ 市町村・団体によるｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽや研修等の最新情報が見えるシステム 

   ・ＩＤパスの付与により、市町村・団体が情報更新できる 
    ページを設定。 

＜進め方＞ 
 

 
 

 
 

ＳＴＥＰ２（27年度公開） 

既にある情報をホーム
ページ構築用に加工して
使用 

システム構築、公表・使
用方法の検討を経て公
開 

ＳＴＥＰ２（27年3月公開） ＳＴＥＰ１（26年3月公開） 

※ステップ1は白塗り、ステップ２は網掛けで表記  
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検索及びデータベース更新機能 

ＩＤパス付与により市町村や団体が外部からの
書き込み→機構で承認する機能 

市町村 

市町村 

団体 

市町村 

市町村 
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「支援者のための若年性認知症京都オレンジガイドブック」の概要 

【掲載情報】 
 ●認知症に関する知識 

   主な原因疾患と特徴的な症状 

   早期の発見、診断、対応の重要性と問題点 

   若年性認知症支援のポイント など 

 ●窓口・制度等 

   休職・退職の際などに利用できる制度等 

   働いたり社会参加をしたい時に利用できる制度等 

   家計を支援する制度等  など 

 ●連携の仕組み 

 ●支援事例 

 

【特 徴】 

 認知症の進行状況に応じた医療や介護の総合的な
支援の流れを視覚的に理解できるようにした「認知症
ケアパス」についても紹介 

 

【発行日】 
 平成２６年３月 

 

【背 景】  

 65歳未満で発症する若年性認知症は、府内で約800人と症例が少なく、支援する側のケアの経
験不足や企業・地域社会での理解不足が課題 

 



高齢者が安心して暮らし続けられる地域づくりを実現するため、高齢者へ
の声かけ、買い物支援、情報提供を通じて、高齢者の孤立や不安の解消、
認知症の方への対応に取り組む、高齢者にやさしい企業のことです。 

サポーターグッズ 
 

登録企業には、 
 ・ 店頭用ステッカー 
 ・ 窓口プレート 
 ・ サポーター用ピンバッジ 
 ・ 活動に役立つハンドブック 
を配布。 

【サポーター用ピンバッジ】 【窓口プレート】 【店頭用ステッカー】 

実績（２7年３月末現在） １,３２８事業所 サポーター９,７３８名 

【サポート企業の例】 銀行、農協、商店街・スーパー、薬局、タクシー 等 

京都高齢者あんしんサポート企業 



認知症コールセンターと若年性認知症コールセンター 

認知症コールセンター 若年性認知症 
コールセンター 

設置方式 委託 直営 

委託先 （公社）認知症の人と家族の会 
京都府支部 

－ 

設置場所 同上 京都府立洛南病院 

委託費 ２，７５０千円 － 

体制 相談員常時１名以上 看護師１名（兼務） 

開設日 週５日（月～金） 
午前１０時から午後３時まで 
（祝日、お盆、年末年始除く） 

週５日（月～金） 
午前１０時から午後３時まで 
（祝日、年末年始除く） 

設置時期 平成２５年度 平成２７年７月 

相談実績 ５６１件（26年度） － 



地域におけるリハビリ支援プロジェクト 

①平成２６年度から平成３０年度に行う施策の具体的方向を定めた「総合リハビリテーション推進プラ
ン」に基づいて事業を推進 
 
②府民が住み慣れた地域で安心して、いきいきと暮らせるよう、急性期から回復期、維持・生活期まで継
続した総合的なリハビリテーション提供体制を実現するため、「連携体制構築」、「施設拡充」、「人材
確保・育成」、の３つの柱で施策を実施 

【１本目の柱】 

•  府内の医療圏域（６圏域＋京都市域）に、地域リハビリテーション支援センターとし
てセンター長（医師）およびコーディネーター（リハ専門職等）を配置 

 

•  地域包括支援センターや保健所などと協働したリハビリサービス提供に係る連絡調整や
情報共有、リハビリ従事者に対する訪問指導等を実施 

【地域におけ

る連携体制の

構築につい

て】 

•  回復期リハビリテーション病棟の整備に対し助成を行う回復期リハビリテーション病棟
整備促進事業を実施  
     ＜知事公約＞ 
      ２０１７年までに１６００床確保（２０１４年の１．５倍に！） 

•  訪問リハビリテーション事業所の開設、事業拡張に対し助成を行う訪問リハビリテーショ
ン事業所整備促進事業を実施 

【施設の拡充

について】 

【２本目の柱】 



【３本目の柱】 

•  卒業後府内での就職を希望する者に修学資金を貸
与する理学療法士等修学資金貸与事業の実施、リ
ハビリテーション専門職に特化した就業フェアの
開催 

•  リハビリ従事者に対する在宅リハビリ等に係る研
修の実施 

•   リハビリテーション教育センター(H25.7開設)に
よる、リハビリに精通したかかりつけ医を養成するた
めの座学研修や実地研修の実施 

•  府立医大に開設したリハビリテーション医学教室
(H26.10開設)による、専門医や認定臨床医の養成
への取組を開始 

【リハビリ人

材の確保・育

成対策につい

て】 



【京都府のリハビリテーション医養成システム】  
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【２０２５年 みんなで創る看取り社会の姿＝ビジョン】 
 

１ 状態・状況に応じて、柔軟に療養場所や医療・介護等の選択ができる社会 
２ 身体や心のつらさが和らぎ、最期まで自分らしい生活ができる社会 
３ 医療・介護・福祉の関係者、地域団体や企業等が連携・協働で支える社会 
４ 地域で支え合い孤立死等を防止できる絆社会 
５ 一人ひとりが「命」について考え、死に向き合える看取りの文化が醸成される社会 

看取りプロジェクト 

京都ビジョン・京都アクションの策定 

住み慣れた地域で、最期まで自分らしい暮らしをおくることができる社会を実現するため、
京都の持つ資源と府民及び関係者の力を結集し、本人や家族が変化していく、状態・状況
に応じ、療養する場所や医療・介護等が柔軟に選択できる環境と体制を構築する。 

家族や大切な
人と十分に時間
を過ごしたい 

体の痛みを緩
和してほしい 

心の痛み
や不安を
和らげて
ほしい 

自分の生
きがいや
楽しみ趣
味等をして
過ごしたい 

療養の場所
は希望どお
りにしたい 

信頼できる医
療・介護ス
タッフの支援
を受けたい 

延命処置等
の希望を家
族に伝えて
おきたい 

病状の正しい理
解のため十分な
説明をして欲し
い 

自分の希望す
るケアや医療
を受けたい 

希望 

【目的】 



 
１ 状態や状況に応じて、療養場所や医療・介護等が柔軟に選択できる体制づくり 
  （1）在宅における看取りを支える医療・介護サービス体制等の充実 
  （2）施設（多様な住まい）における看取りケアの支援 
  （3）病院による看取りの支援 
  （4）最期まで自分らしい生活を送ることができる緩和ケアの充実 
  （5）看取りをサポートする専門的人材の養成及び多職種による協働の推進 
 
２ 地域で支え合う孤立させない環境づくり 
 

３ 「命」について考え、死に向き合える看取りの文化の醸成 
 
 

京都アクションの柱 

【検討プロセス】 
・平成２５年６月 看取り対策事前準備会を設置 

 →大規模実態調査の実施（対象１，６６０機関）、府民意識調査の実施（５０９名） 
・平成２６年１月 看取り対策プロジェクト部会を設置 

 →大規模実態調査結果の検討・とりまとめ、京都ビジョン・京都アクションの素案を検討 

・平成２６年８月 ２０２５年を見据えた看取り対策協議会を設置  

 →京都ビジョン・京都アクションを策定 



【看取り支援・施設ガイドブックの特徴】 
 

●「急変時の対応等医療との連携が不安」、「職員の経験や知識不足で看取り
を 

どのように支援していけばいいのか具体的にわからない」など、心配や不安を 

払拭し、施設における看取り支援の手引き書となるよう、誰もが読んでもわかり 

やすい内容に 

●「入居前のアプローチ」から看取り後の「振り返り」まで、プロセスごとに留意点 

 を記載。 

また、イメージが持てるよう、実際に施設で工夫されている実例などをコラムで紹介 

看取り支援・施設ガイドブックの作成 
 
（１）趣  旨 

    生活の延長線上の「住まい」である介護老人福祉施設においても、 

   医療、介護等の様々な職種が連携し、本人・家族の意思を尊重した 

   看取り介護計画の作成【看取り介護加算の申請要件】など施設の看 

   取りを支援 

 

（２）対  象 

   介護老人福祉施設に勤務する職員（施設長、生活相談員、 

  ケアマジャー、介護職員、看護職員等） 
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京都精華大学と連携した府民啓発用マンガ冊子 
 
 いつかはすべての人に訪れる「死（看取り）」を府民一人ひとりが自分自身の身近な問題として
考えることの重要性を啓発するため、精華大学と連携して、看取り事例をわかりやすいマンガ形
式として作成しました。健康なうちから看取り期の医療や介護などについて考え、事前意思表示
の大切さを理解し、家族などと意思を共有しておくことの重要性の理解促進を図る 

麻薬等在宅供給支援システムの構築 

 
  在宅における緩和ケアを充実するため、土・日、夜間でも薬局の麻薬等が円滑に供給
できるよう、麻薬等の在庫管理と譲渡ができるようシステムを乙訓地域で構築 

 



京都式介護予防総合プログラム構築事業 

１ 実施主体    亀岡市・京都府立医科大学・京都地域包括ケア推進機構     

４ 事業内容 

３ 対象者    亀岡市内在住の６５歳以上高齢者   

   運動機能向上を中心に栄養改善・口腔機能向上プログラムを加えた「総合型介護予防プログラム」 
により継続的に介入 

 総合型介護予防プログラム」実施群（介入群）５０２名と 未実施群（非介入群）５０２名の 身体機能、介護保険給付費等の 
 推移について、比較を行い、その効果を検証する。 
                                             

（平成２４年３月～４月実施） 

（平成２４年５月～２５年１２月） 

○教室型プログラム（５地区） 
    週1回全１５回の教室プログラム 
○自宅型プログラム（５地区） 
    ３回の教室と日記記録等による 

    自宅型活動プログラム 

Ⅲ 実施マニュアルの作成 

Ⅰ 体力測定・身体状況等ベースライン調査実施        【１，４５７名】 

Ⅱ 「総合型介護予防プログラム」の実施             【５０２名】 

２ 協力団体   京都府栄養士会・京都府歯科衛生士会・亀岡市医師会・京都学園大学、  
           京都府国民健康保険団体連合会・京都府後期高齢者医療広域連合     

１０地区で「元気アップ教室」の展開 

Ⅳ 身体機能・介護保険給付費等による効果検証      【１，００４名】 
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地域包括ケア推進ネットの設置  Ｈ２６．６月～ 

地域包括ケアに係る市町村や地域の課題について、 

保健所のネットワークと推進機構の専門性をもって 

市町村を伴走支援する機関を府内全７保健所に設置 

圏域における医療・介護・福祉・行政の各ネットワークを連携・強化
させることにより、市町村の地域包括ケアの推進を支援 

市町村における地域包括ケアの推進を支援 

役割 

圏域 名 称 ２６年度の重点テーマ 

京都・乙訓 
乙訓地域包括ケア推進ネット 認知症対策 

山城北 山城北地域包括ケア推進ネット 地域支援事業移行支援 

山城南 山城南地域包括ケア推進ネット 認知症対策 

南丹 南丹地域包括ケア推進ネット 認知症対策 

中丹 

中丹西地域包括ケア推進ネット 認知症対策、 
あんしん病院登録システム普及 

中丹東地域包括ケア推進ネット 認知症対策、 
医療介護連携調整実証事業 

丹後 
丹後地域包括ケア推進ネット 認知症対策、医療・介護連携、 

在宅看取り体制構築、地域医療連携体制構築 



京都府における介護人材確保・定着に向けた取組 

○ ３年間（㉗～㉙）で新たに福祉人材7,000人（府北部1000人）の確保・定着を推進 
Ⅰ 介護・福祉人材総合支援センターの開設      Ⅱ 福祉人材育成認証制度等の活用促進 
Ⅲ 京都府北部福祉人材養成システム推進事業   Ⅳ 介護福祉人材・地域定着支援事業 
○ 「きょうと介護・福祉ジョブネット」の構築 
  ・介護現場の職員、関係団体、職能団体が参集し意見を交わす人材のプラットフォームにおいて、 
   プロジェクトチームやワーキンググループを設置し、人材確保・定着に向けた事業や大学等と連携した取組を実施。 

平成２７年度きょうと介護・福祉ジョブネットの構成 

参画団体連絡会 
「福祉人材確保に関することの

連絡・情報共有」 
 

●メンバー  全参画団体 
●内容 
  ・ＷＧ等活動報告 
  ・参画団体活動報告 
  ・事業協力依頼 
   （ジョブネット企画事業、 
    参画団体主催事業） 
  ・団体からの提案 
●運営事務 
   福祉人材センター 

人材確保ＷＧ 
●メンバー  ２０名程度 
●会議         月１回程度 
●運営事務  福祉人材ｾﾝﾀｰ   

京都府北部福祉人材確保・定着推進会議 府内介護・福祉事業所 

幹事会 
「福祉人材確保に係る方向性確認・方針決定」 

人
材
確
保
・
定
着
チ
ー
ム 

「中
途
人
材
・潜
在
有
資
格
者
等
の

確
保
・定
着
」 

仕
事
理
解
促
進
チ
ー
ム 

「小
中
校
生
に
対
す
る
理
解
促
進

事
業
の
実
施
」 

方針 報告 

情報提供 ・ 協力依頼 

連絡・調整 
・協力依頼 

団体会議・ＨＰ等で 
情報共有、協力依頼 

看護職確保ＰＴ 
●メンバー １０名程度 
●会議     月１回程度 
●運営事務 
  京都私立病院協会 

「潜在看護職の早期復帰シ
ステム」 
「福祉現場看護の理解促進」 

環境改善ＰＴ 
●メンバー  １０名程度 
●会議         月１回程度 
●運営事務  京都府（民間委託）   

北
部
ブ
ラ
ン
ド
チ
ー
ム 

「北
部
福
祉
人
材
養
成
シ
ス
テ
ム
の

構
築
と
連
携
し
た
施
設
若
手
職
員

に
よ
る
北
部
ブ
ラ
ン
ド
づ
く
り
と

若
者
交
流
・学
び
の
場
の
創
出
」 

若
者
魅
力
発
信
チ
ー
ム 

「福
祉
人
材
育
成
認
証
制
度
を
軸

と
し
た
処
遇
改
善
の
取
組
と
連
携

し
た
学
生
を
は
じ
め
と
す
る
若
者

に
福
祉
の
魅
力
を
発
信
」 

連携 

連携 



都道府県・市町村・団体の役割・機能 

都道府県 

団体 市町村 

• 全体の方向性（グランドデザイン） 
および役割分担の明示 

• 先進事例の横展開 
• 市町村や関係団体への財源的支援 
• 都道府県ならではの調整業務 
• 人材育成 

• 職能の専門性に応じた事業展開 
• 医療･介護連携におけるリーダー的役割 

• 地域特性に応じた事業展開 
• 地域の関係団体との関係構築 

「医療・介護分野における都道府県が行う市町村支援の好事例の収集に関する調査研究事業」より引用・加筆 平成27年1月 （株式会社 野村総合研究所） 


